
令和元年度 滋賀県障害者雇用対策本部 

本部員会議 次第 

 

開催日：令和元年８月６日(火) 

                                                   県政経営会議終了後 

       開催場所：特別会議室 

 

  １ 本部長挨拶 

    

 

２ 議 題 

 

(1) 障害者雇用の現状について 

  

 

 

(2) 県庁における障害者雇用のあり方検討状況について 

 

 

 

(3) 経済団体への要請活動について 

 

 

 

〈配付資料〉 

 資料 1-1    障害者雇用の現状と雇用促進の取組 

 資料 1-2   令和元年度障害者雇用状況報告等にかかるスケジュールについて 

 資料 1-3  障害者雇用促進法の改正のポイント 

 資料 1-4  障害者紹介状況公表資料 

 資料 1-5  障害者雇用促進法改正概要 

 資料 2-1-1 県庁における障害者雇用のあり方検討状況について 

 資料 2-1-2 県庁における障害者雇用のあり方検討状況について 

    資料 2-2-1 病院事業庁における障害者雇用のあり方について 

    資料 2-3-1 教育委員会における障害者雇用のあり方検討状況について 

    資料 2-3-2 滋賀県教育委員会における障害者雇用推進に向けた取組 

  資料 3-1   経済団体への障害者の雇用確保の要請について 

  資料 3-2    障害者の雇用確保に関する要請書（案） 

 

  参考 1    滋賀県障害者雇用対策本部設置規程 

  参考 2    令和元年度障害者雇用関連施策 

  参考 3    令和元年度障害者雇用の促進について（通知） 



障害種別就職件数の推移（件数）障害種別就職件数の推移（件数）

精神･発達障害者の職場定着の課題を解消するため、事業主の理解に加え、これら

障害者と共に働く一般労働者がその障害特性等について正しく理解し、職場での応
援者となるような効果的な啓発の機会を提供

障害者雇用の現状と雇用促進の取組障害者雇用の現状と雇用促進の取組

(1)障害者の雇用率達成企業の割合は、54.8％
実雇用率は2.23％で過去最高、全国平均2.05％を上回る

(2) 就職件数は、1,278件で過去最多を9年連続更新

2. 県内ハローワークにおける職業紹介状況

県内企業の障害者雇用率達成割合を高めるため、障害者雇用ゼロ企業などを重点
対象として、企業のニーズに沿った支援と指導を実施

(1)県内企業の理解促進と達成割合の向上

(2)精神・発達障害者しごとサポーター養成講座の開催と推進

１．障害者雇用の現状

身近な地域おいて雇用、保健、福祉、教育等の地域の関係機関のネットワークを形
成し、就業面と生活面にわたる一体的な支援を実施

(3)障害者就業・生活支援センターにおける支援
（働き・暮らし応援センター）

（平成30年6月１日現在）

（平成30年度）

平成30年度制度改正により調査対象企業の雇用者数の下限を50人から
45.5人に変更（法定雇用率2.0% → 2.2％）
対象企業数 789 → 888 に増加
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2．障害者雇用促進の取組

令和元年8月 滋賀労働局

1. 障害者雇用率達成状況
民間企業の雇用率達成割合・実雇用率の推移
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令和元年度 障害者雇用状況報告等にかかる
スケジュールについて

令和元年度 障害者雇用状況報告等にかかる
スケジュールについて

令和元年8月 滋賀労働局

【制度趣旨】
障害者について、一般労働者と同じ水準において常用労働者となり
得る機会を確保することとし、常用労働者の数に対する割合（障害
者雇用率）を設定し、事業主等に障害者雇用率達成義務を課すこと
により、それを保障。

「障害者の雇用の促進等に関する法律」第38条、第43条

６月11日～13日 都道府県機関・民間・市町機関へ
報告・通報依頼

７月16日 雇用状況報告（民間）・任免状況通報（国、都道府県、
市町機関）期限日

夏～秋 国の行政機関公表

12月 地方公共団体、独立行政法人、民間企業公表
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障害者雇用促進法改正のポイント
～法改正に基づく公務部門に対する措置について～

障害者雇用促進法改正のポイント
～法改正に基づく公務部門に対する措置について～

〔施行日〕
令和２年4月1日
〔措置内容〕
厚生労働省にて本年11月頃障害者活躍推進計画作成指針（告示）を定め、説明会を実施
予定。これらを踏まえ、障害者活躍推進計画の作成を進めて頂くこととなります。施行日（令和2年4
月1日） の時点で作成・公表が完了した状態となっている必要があります。

１．障害者活躍推進計画

〔施行日〕
公布日（6月14日）から3月を超えない範囲内において政令で定める日
〔措置内容〕
令和2年の任免状況通報から適用。公表時期は適宜判断。
今年度国の機関は前倒し公表を予定。地方公共団体等は例年通り12月予定。

２．職員任免状況の公表

〔施行日〕
公布日（6月14日）から３月を超えない範囲内において政令で定める日
〔措置内容〕

障害者の職業生活に関する相談及び指導等を行う障害者職業生活相談員の選任が完了している
必要があります。
民間同様に一定数以上の障害者を雇用する事業所において選任が義務づけられます。
①厚生労働大臣が定める資格認定講習を受講した職員 又は
②省令で定める資格を有する職員（障害者雇用促進法施行規則第39条）
から選任することとされています。
その資格認定講習については来年度から実施予定です。今年度の暫定的取扱い等につい
ては検討中です。

４．障害者職業生活相談員の選任（資格要件）

〔施行日〕
公布日（6月14日）から３月を超えない範囲内において政令で定める日
〔措置内容〕
障害者の雇用の促進及び継続を図る業務を行う障害者雇用推進者の選任が完了している必要が
あります。

３．障害者雇用推進者の選任

令和元年8月 滋賀労働局

【改正の概要】
国及び地方公共団体における障害者の雇用状況についての的確な把握等に関す
る措置を講ずる。令和元年6月7日に可決成立し、同月14日に公布。
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厚生労働省

滋 賀 労 働 局
働きやすい滋賀をめざして

 

 

 

 

 

 

                                                                                                                                                                                                                                                                      

障害者の就職件数、過去最多を9年連続更新 
～平成 30 年度における障害者の職業紹介状況等～ 

 

 滋賀労働局（局長 石坂 弘秋）では、平成 30 年度における県内のハローワークの支援

による障害者の職業紹介状況等をとりまとめましたので、公表します。 

就職件数は、1,278 件（対前年度比 6.7％増）で、過去最多を 9 年連続で更新しました。 

障害種別の就職件数では、精神障害者が 515 件で全体の 40.3％を占めています。 

ハローワークは今後も関係機関（障害者職業センター、障害者就業・生活支援センター、福

祉施設、特別支援学校等）との連携により、就職前のカウンセリングから就職後の職場定着

までの継続的な支援に取組んでいきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

滋賀労働局職業安定部職業対策課 

課         長   間 塚  恒 夫 

課 長 補 佐   今 宿  裕 子 

地方障害者雇用担当官   橋 本  光 敏 

（電話）０７７－５２６－８６８６ 

（直通）０７７－５２６－８２５２ 

 

 

 

 
 
 

１ 障害種別の就職件数 

精神障害者 515 件(前年に比べ 2.4％増）、知的障害者 333 件(同 11.4％増）、

身体障害者 324 件(同 6.9％増）、その他の障害者 106 件(同 14.0％増） 
 

２ 産業別就職件数 

「医療、福祉」（305 件）が最も多く、次いで「製造業」（283 件）、「卸売業,小

売業」（165 件）となっている。 
 

３ 職業別就職件数 

「運搬・清掃・包装等の職業」（478 件）が前年度と同様に最も多く、次いで

「事務的職業」（223 件）、「生産工程の職業」（211 件）となっている。 
 

４ 就職率（※）（県内と全国平均） 

県内の就職率は 54.0％で、全国平均の 48.4％を 5.6 ポイント上回っている。 

（※）就職率＝就職件数／新規求職申込件数×100 

 

滋賀労働局発表 

令和元年 6 月 20 日（木） 
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前年度比 前年比 前年度比 前年度差

平成　21年度 1,426 4.9 1,656 9.2 561 ▲ 6.5 39.3 ▲ 4.8
22年度 1,664 16.7 1,734 4.7 718 28.0 43.1 3.8
23年度 1,823 9.6 1,826 5.3 771 7.4 42.3 ▲0.8
24年度 1,978 8.5 1,861 1.9 870 12.8 44.0 1.7
25年度 2,014 1.8 1,962 5.4 902 3.7 44.8 0.8
26年度 2,070 2.8 2,200 12.1 944 4.7 45.6 0.8
27年度 2,066 ▲ 0.2 2,191 ▲ 0.4 1,074 13.8 52.0 6.4
28年度 2,051 ▲ 0.7 2,571 17.3 1,168 8.8 56.9 5.0
29年度 2,215 8.0 2,634 2.5 1,198 2.6 54.1 ▲ 2.9
30年度 2,368 6.9 3,038 15.3 1,278 6.7 54.0 ▲ 0.1

　　　　　　　*就職率=就職件数/新規求職申込件数

（就職件数及び新規求職申込件数の推移）

※就職率の前年度差は小数点以下の端数処理により一致しない場合がある

就職率（%、ﾎﾟｲﾝﾄ）

１　概況（全体）

新規求職申込件数（件） 有効求職者数（３月末・人） 就職件数（件）
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